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要 旨 

福祉センターでは、平成14年度より香川県から「肢体不自由者等IT活用支援事業」を受託し、障害のある方

がICT(情報通信技術)の活用による社会参加の促進を目的とした事業を実施している。当初は当事者への支援を

実施していたが、平成22年度より地域の支援体制整備の強化として支援者への支援（以下、機関支援）を加え

た。今回、過去2年間の機関支援の取り組みをまとめた結果、香川県内全域の様々な領域の支援者との連携機会

が得られた事と更なる支援体制整備の課題として、選定・適合等の技術的な支援だけでなく円滑な多職種連携の

コーディネート、潜在的なニーズの掘り起こし等の必要性が示唆された。

 

 

1. はじめに 

肢体不自由者等IT活用支援事業では、当初は社会

福祉士によるITサポーター（パソコンボランティア）

の育成、当事者宅への派遣、パソコン教室等の当事

者支援を重点的に実施していた。平成22年度からは、

作業療法士も加わり地域の支援体制整備の強化とし

て、県の障害福祉課と協議し機関支援を加えた。機

関支援では、関係機関の支援者が行っている当時者

や家族の生活・活動・コミュニケーション等におけ

る困り感や問題点への支援において、支援者等から

相談を受けて、その支援チームへの後方支援を実施

している。主な支援として制度やICT関連用具等の

情報提供や支援者とともに当事者の生活拠点に赴き、

障害特性に応じた選定や適合等の導入支援等、必要

に応じて実施している。（図1） 

今回、過去2年間の取り組みをまとめて機関支援の

現状と課題を報告する。 

 

2. 対象と方法 

【対象】 

平成27・28年度の肢体不自由者等IT活用支援事業の

機関支援での相談総数120件、支援延件数249件。 

 

 

（図1 機関支援図） 

 

 

【方法】 

以下の項目を記録より後方視的に分類した。 

①相談者を「職種」、②当事者を「新規相談」「再

相談」、③当事者の生活領域を、居住地「市・郡」と、

場「在宅」「病院[急性期]」「病院[療養型]」「病院[そ

の他]」「施設」、④当事者の疾患を「筋萎縮性軸索損

傷（以下、ALS）」「筋ジストロフィー（以下、筋ジ

ス）」「脳性麻痺（以下、CP）」「脳血管障害・脳損傷

等（以下、CVA等）」「多系統萎縮症（以下、MSA）」

「脊髄損傷（以下、脊損）」「その他」、⑤相談内容を



「コミュニケーションについて」「制度について」

「ICT使用環境の再構築について」「その他」、⑥支援

内容を「面接」「アセスメント」「サービス担当者会

議等」「ICT関連用具の情報提供」「制度的環境の情報

提供」「ICT関連用具の選定・適合」「支援後のモニタ

リング」「PCボランティアを活用した定着支援」「適

合判定協力」「その他」等、記録から得られた個人情

報を目的達成に必要な範囲を超えて取り扱わず、匿

名化されたデータを基に実施した。 

 

3. 倫理的配慮 

 倫理的配慮として本研究は、かがわ総合リハビリ

テーションセンターの倫理委員会で承認を得た。 

 

4. 結果 

【相談者の職種 】 

相談者の職種は、保健師20％、ケアマネジャー15％、

生活支援員13％、相談支援専門員11％、病院作業療

法士11％、医療ソーシャルワーカー5％、補装具業者

４％等であった。（図2） 

 

【新規・再相談件数と当事者の疾患】 

全相談120件中、新規65件、再相談55件であった。

再相談の内容は、ALS、MSA、筋ジス等の神経・筋

疾患難病では疾患の進行、CPでは加齢や二次障害、

CVA等では再発など身体状況の変化に伴う再相談で

あった。また、入院等の状況変化により支援が途絶

える事もあり、神経・筋疾患難病で10件、CVA等1

件、脊損で1件あった。（図3） 

 

【当事者の生活領域（居住地・場）】 

当事者の生活領域は、県内全域であり、高松市57％

（場：在宅44％、施設28％、病院[その他]18％、病

院[急性期]5％、病院[療養型]5％）、丸亀市10％

（場：在宅91％、病院[その他]9％、）等であった。

(図4)  

 

【当事者の生活領域（疾患別）】 

当事者の疾患別では、在宅57％、病院23％、施設

18％等であった。また在宅で過ごす方の69％が神

経・筋疾患難病の方であった。（図5） 

 

【相談内容（疾患別）】 

相談内容は、「コミュニケーションについて」が

48％であり、意思伝達装置の試用、コミュニケー

ションツールの情報等、ICT関連用具での相談が多

くあった。「制度について」は8％であり、日常生

活用具と補装具等の公的制度等の相談であった。

「ICT使用環境の再構築」は20％であり、PC周辺

機器や作業環境等調整の相談であった。その他の

相談には、環境制御装置等の相談であった。（図6） 

 

（図2 相談者の職種）

 
 

 

（図3 新規・再相談件数と当事者の疾患） 

  

 

 

 

 

 



（図4 当事者の生活領域[居住地・場]） 

 

 

（図5 当事者の生活領域[疾患別]） 

 

 

（図6 相談内容[疾患別]） 

 

 

 

 

 

 

（図7 支援内容[疾患別]） 

 

 

【支援内容（疾患別）】 

 支援内容では、「サービス担当者会議等」が24％、

ICT関連用具や操作スイッチ等の特性を伝える「ICT

関連用具の情報提供」が21％、チーム内の支援者が

行う「ICT関連用具の選定・適合」が21％であった。

その他では、障害福祉相談所が行う意思伝達装置の

適合判定等への協力であった。（図7） 

 

5. 考察 

平成 22 年から機関支援の取組みを行ってきたこと

で、医療・介護・福祉領域に関わる全圏域の保健師と

の連携した支援の機会や、全領域の様々な支援者との

連携が増えた。当センターの機関支援では、県内全域

の生活拠点に出向き、どの領域にもつながる事ができ

る。今回の全相談 120 件の中では、ALS の球麻痺症

状のように保健師のみでの関わりもあれば、ALSに限

らず入院等の医療での関わり、退院後の在宅生活での

関わり、在宅から施設や病院などへ生活領域の変化で

の関わり等があった。（図 8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（図 8 ICT 活用支援での機関支援の連携図）

 

 

そういった機関支援の事例として、ケアマネジャ

ーからの相談事例を紹介する。 

ケアマネジャーからの相談内容は「在宅療養の方

で、本人より文章を印刷して残したいという想いが

ある為、ICT 関連用具を試したいので紹介してほし

い」との事であり、訪問リハに同行して導入支援を

実施した。当事者・支援者ともに目的は共有できて

いたが、当事者は「リハビリを頑張りパソコンを操

作する」、支援者は「意思伝達装置を考えている」と

手段にズレがあった為、当事者・家族・支援者のニ

ーズの整理を促すこととなった。翌週、ケアマネジ

ャーより連絡があり、意思伝達装置の導入を当事者

が望んでおらず拒否があり、一旦支援は中断となっ

た。その後、誤嚥性肺炎で入院となった。（図 9） 

 

（図 9 在宅支援者への機関支援） 

 

 

 

 

入院後、ケアマネジャーより「医療ソーシャルワ

ーカーからの相談で、看護師とのコミュニケーショ

ンに困っており意思伝達装置を早急に導入したい」

と再相談を受け、病院の支援者（医療ソーシャルワ

ーカー、作業療法士、看護師等）への機関支援に介

入する事となった。サービス担当者会議では、当事

者より支援者の想いが強く当事者と支援者のニーズ

を再度摺合せる必要性を伝えた。その後の支援では、

訓練場面に同席してコミュニケーション手段の提案

等を行ったが、急遽転院が決まり次の領域の支援者

への情報提供を依頼した。しかし、その後支援は途

絶える事となった。（図 10） 

 

(図 10 在宅から病院へ移行しての機関支援) 

 

 

約 1 年後、保健師から再相談があり、「現在は、心

境も変化し意思伝達装置を受け入れる発言があった」

との事で支援が再開した。 

サービス担当者会議では、保健師・ケアマネジャー

は「モニタリングや当事者・家族や支援者間の調整を

行う」訪問リハビリスタッフ（理学療法士）は「身体

機能を活かした ICT関連用具の選定・適合評価」、家

族・介護士・看護師等は「コミュニケーションや ICT

関連用具操作のモニタリング」といった各支援者の役

割を明確にすることを提案した。 

その後、当事者が何をしたいのか目的に合わせて意

思伝達装置を含めた用具の選定、導入支援を行うこと

ができた。（図 11） 

 

 



（図 11 病院から在宅へ移行しての機関支援） 

 

 

本事例のように、障害のある方の ICTを活用した

社会参加を進める為には、身近な支援者が「ICT 関

連用具の情報提供」、「判定・適合等の導入」、「フォ

ローアップ」等、段階的な ICT活用支援が行えるよ

うに技術的な支援を行うことは、重要な機関支援の

一つである。 

そして「当事者や家族のニーズの整理」、「参加の

手段としての ICT活用支援への介入」、「どういった

領域・職種のチームで支援するか」、「その構成やチ

ーム内の役割分担を明確にする」等のコーディネー

ト等も重要な機関支援である。 

今後の課題として、多職種で効果的に支援を進め

ることができるようにサービス担当者会議等での情

報共有や生活領域や病気の進行等によるニーズの変

化に対応し、途切れのない継続的な ICT活用支援が

行えるよう機関へのバックアップ支援や ICT支援の

プロセスの啓発、支援力を高めるための研修会への

講師派遣 PR による潜在的なニーズの掘り起し等が

考えられる。（図 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 12 ICT活用支援での今後の課題） 

 

 

6．おわりに 

今後も、県内全域の様々な領域に関わることができ

る社会参加支援施設の作業療法士として、地域の支援

体制整備に取組み、支援チーム内や領域を跨いでの支

援者間を繋ぐ社会資源の一つとして、障害のある方の

ICT活用による参加を実現したい。 
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